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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　モータとブレーキとを有する車両の制動を制御するための方法であって、
　モータの実際の動作パラメータを感知するステップと、
　モータの所望の動作パラメータを受信するステップと、
　モータの実際の動作パラメータと所望の動作パラメータとに基づきモータを制御するス
テップと、
　モータの実際の動作パラメータと所望の動作パラメータとモータ制御部からの出力とに
基づきブレーキを制御するステップとを含み、
　モータの実際の動作パラメータがモータ速度であり、モータの所望の動作パラメータが
所望のモータ速度であり、
　ブレーキパワーのフィードバック値とブレーキパワー限度とを比較して、比較に基づき
ブレーキパワーがブレーキパワー限度内となるように所望のモータ速度を修正するステッ
プをさらに含む方法。
【請求項２】
　モータ速度とモータトルクとを感知することによってモータの動作モードを決定するス
テップと、モータトルクがモータのトルク限界を越えているかどうかを決定するステップ
とをさらに含み、決定されたモータの動作モードが減速モードである場合およびモータト
ルクがモータのトルク限界を越えている場合、モータおよびブレーキが制御される、請求
項１に記載の方法。
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【請求項３】
　モータが、モータ制御トルクを決定することによって制御され、ブレーキが、ブレーキ
制御トルクを決定することによって制御され、モータおよびブレーキが閉ループで制御さ
れる、請求項１に記載の方法。
【請求項４】
　モータとブレーキとを有する車両の制動を制御するためのシステムであって、
　モータ動作パラメータセンサと、
　操作者入力ユニットと、
　モータ動作パラメータセンサと操作者入力ユニットとに結合された制御ユニットとを備
え、制御ユニットが、
　モータ制御出力を決定して、モータ動作パラメータセンサおよび操作者入力ユニットか
らの信号に基づきモータを制御するように構成されたモータ制御器と、
　モータ制御器と、モータ動作パラメータセンサと、操作者入力ユニットとに結合された
ブレーキ制御器であって、ブレーキ制御出力を決定して、モータ動作パラメータセンサ、
操作者入力ユニットおよびモータ制御出力からの信号に基づきブレーキを制御するように
構成されるブレーキ制御器とを含み、
　モータ制御出力がモータ制御トルクであり、ブレーキ制御出力がブレーキ制御トルクで
あり、
　ブレーキパワー制御器をさらに含み、ブレーキパワー制御器が、操作者入力ユニットか
らの所望のモータ速度の信号を修正するために、ブレーキ制御出力のフィードバック値と
ブレーキパワー限度との比較に基づき、ブレーキパワーがブレーキパワー限度内となるよ
うに修正信号を提供するように構成されるシステム。
【請求項５】
　動作パラメータセンサがモータ速度を感知し、操作者入力ユニットが所望のモータ速度
を提供する、請求項４に記載のシステム。
【請求項６】
　制御ユニットが、モータがモータ速度とモータトルクとに基づく減速モードにあるかど
うか、かつモータトルクがモータのトルク限界を越えているかどうかを決定し、またモー
タが減速モードにある場合およびモータトルクがモータのトルク限界を越えている場合、
モータおよびブレーキが制御される、請求項４に記載のシステム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明の明細書は、車両の制動を制御するためのシステムおよび方法に関する。より詳
しくは、本明細書は、電気駆動車両の制動を制御するためのシステムおよび方法に関する
。
【背景技術】
【０００２】
　掘削機またはローダのような土工機械または車両では、ブレーキが重要な機能を果たす
。ブレーキは、電気駆動車両を含む車両のパワー管理のために使用される。典型的に、電
気駆動車両は、車両を推進する電動モータと、車両を減速するブレーキとを含む。ブレー
キを係合させることによって、車両は、例えば、障害物を回避するかまたはその移動方向
を変更するために、迅速に減速することができる。このように、土工車両は、安全ならび
にそれらの運転効率のためにブレーキを必要とする。
【０００３】
　所定の運転条件下で、車両は、減速または再生モードで運転される。典型的に、減速ま
たは再生は、車両がその現在の速度から減速するかあるいは車両が重力のため引っ張られ
るときに行われる。車両は、例えば、車両が急勾配の丘陵を下るとき、減速モードを経験
することがある。このような場合、車両は、その速度を落とすかまたは維持するためにエ
ネルギを散逸させる必要がある。急勾配の傾斜を下るとき、車両がエネルギを散逸させな
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いまたは吸収しないならば、車両は、ますます速い速度に簡単に加速する。同様に、車両
は、減速のためにエネルギを散逸させるかまたは吸収する必要がある。
【０００４】
　減速モードにおいて、より優れた車両性能および安全のため余分のエネルギまたはパワ
ーを散逸させるために、ブレーキが頻繁に使用される。ブレーキはすべての土工車両の重
要な部分であるが、ブレーキは不必要に車両性能に干渉すべきでない。例えば、モータパ
ワー限度に達する前に、ブレーキ制御はモータ速度制御に干渉すべきでない。同様に、ブ
レーキ制御は車両の運転に安定性を提供すべきである。
【０００５】
　このような制動制御を提供するために、いくつかの試みがなされてきた。例えば、特許
文献１は、作業機械用の減速器システムを開示している。減速システムは、エンジン制御
、トランスミッション制御、およびブレーキ制御を含む機械制御装置を有する。機械制御
装置は、エンジン制御信号、トランスミッション制御信号、およびブレーキ制御信号を受
信する。特許文献１に開示された減速器システムは、車両を減速するための優れたシステ
ムを提供するが、モータおよびブレーキの自動的な統合制御を提供するブレーキ制御シス
テムが望まれている。より堅牢な安定性を有し、かつ車両性能を犠牲にしない自動ブレー
キ制御システムを提供することがさらに望ましい。システムの不確かさを処理できる統合
されたモータ／ブレーキ制御システムに、優れた安定性を提供することも望ましい。
【０００６】
【特許文献１】米国特許第６，５５１，２１２号明細書
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　したがって、本発明のブレーキ制御システムは、従来技術の設計と関連する欠陥の１つ
以上の解決、およびより大きな安定性を有し、かつ車両性能に対する干渉がより小さい制
動制御システムの提供に関する。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　一形態では、モータとブレーキとを有する車両の制動を制御するための方法が提供され
る。本方法は、モータの実際の動作パラメータを感知するステップと、モータの所望の動
作パラメータを受信するステップとを含む。モータは、モータの実際の動作パラメータと
所望の動作パラメータとに基づき制御される。ブレーキは、モータの実際の動作パラメー
タと所望の動作パラメータとモータ制御部からの出力とに基づき制御される。
【０００９】
　他の形態では、モータとブレーキとを有する車両の制動を制御するためのシステムが提
供される。システムは、モータ動作パラメータセンサと操作者入力ユニットとを含む。制
御ユニットは、モータ動作パラメータセンサと操作者入力ユニットとに結合される。制御
ユニットは、モータ制御出力を決定して、モータ動作パラメータセンサおよび操作者入力
ユニットからの信号に基づきモータを制御するように構成されたモータ制御器を含む。ブ
レーキ制御器は、モータ制御器と、モータ動作パラメータセンサと、操作者入力ユニット
とに結合される。ブレーキ制御器は、ブレーキ制御出力を決定して、モータ動作パラメー
タセンサ、操作者入力ユニット、およびモータ制御出力からの信号に基づきブレーキを制
御するように構成される。
【００１０】
　本明細書の一部に組み込まれかつそれを構成する添付図は、本発明の例示的な実施形態
を例示し、また説明と共に本発明の原理を説明するために使用される。
【００１１】
　次に、添付図に例示される例示的な実施形態を詳細に参照する。可能な限り、同一また
は同様の部分を指すために、同一の参照番号が図面全体にわたって使用される。
【発明を実施するための最良の形態】
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【００１２】
　図１は、例示的な一実施形態によるブレーキ制御システムを有する電気駆動車両を示し
ている。電気駆動車両１０は、電動モータ１２と、モータ１２に結合されたトランスミッ
ションユニット１４と、トランスミッションユニット１４に結合された駆動伝達系１６と
、制御ユニット１８とを含む。電動モータ１２は、ギヤ減速ユニット２０を介してトラン
スミッションユニット１４に結合される。トランスミッションユニットには、ブレーキ２
２と伝動装置がある（図示せず）。トランスミッションユニット１４は、駆動伝達系１６
を介して１対のスプロケット２４に結合され、スプロケット２４は、それらを駆動する駆
動履帯２６に連結される。
【００１３】
　ブレーキ２２は、車両に減速トルクを提供するためにトランスミッションユニット１４
のシャフトに取り付けられる。ブレーキ２２のそれぞれは、制御ユニット１８（１つの対
のみへの連結が図に示されている）によって制御される油圧弁２３によって制御される。
この実施形態では、電流のような信号が制御ユニット１８から弁２３に送られる。弁２３
は、ブレーキ２２が信号に対応する制御圧力を提供することを可能にする。圧力制御弁２
３は、制御ユニット１８によって調整できる電流によって制御される。弁制御電流とブレ
ーキ２２の制御圧力との関係は、弁２３の力学的な特徴に応じて線形にまたは非線形にマ
ッピング可能である。たいていの場合、圧力制御弁２３が線形システムであるならば、制
御電流入力と制御圧力出力との間のマッピングを示すために、一次伝達関数で十分である
。
【００１４】
　減速トルクは、ブレーキディスクの間の摩擦に比例して発生される。摩擦およびブレー
キ制御圧力は、線形関係または非線形関係にあると考えられ、またブレーキ制御圧力は、
ブレーキ２２が生成する減速トルクを制御すると考えることができる。
【００１５】
　制御ユニット１８は、操作者入力ユニット２８とモータ動作パラメータセンサ３０とに
結合される。一実施形態において、操作者入力ユニット２８は、車両を駆動するために車
両の操作者が移動するレバーでもよく、モータ動作パラメータセンサ３０はモータ速度セ
ンサでもよい。モータ速度センサ３０は、モータ１２の回転速度を測定できるトランスデ
ューサであり得るが、モータ速度を測定するための公知の他の任意のセンサを使用しても
よい。
【００１６】
　モータ速度センサ３０に加えて、車両１０は、モータ１２のトルクを測定するためのモ
ータトルクセンサ２９を含むことが可能である。モータトルクセンサ２９についてここで
詳述しないが、モータトルクを感知するための公知の任意の種類のセンサであり得る。例
えば、モータトルクセンサ２９はモータ制御電流センサでもよい。モータ制御電流を測定
することによって、モータトルクを容易に認識し得る。
【００１７】
　一実施形態において、ブレーキ制御システムは、モータ１２が減速モードにあるときに
のみ作動されるべきである。制御ユニット１８は、モータ１２が減速モードで動作してい
るかどうかを決定し得る。モータは、例えば、感知されたモータ速度と感知されたモータ
トルクとの乗算値がゼロ未満であるときに減速モードにある。
【００１８】
　同様に、ブレーキ制御システムは、モータ１２の通常動作に干渉すべきでない。モータ
電力またはトルクが、感知されたモータ速度においてモータトルク限度未満にある場合、
システムを作動すべきでない。典型的に、モータ電力限度値は特定のモータに基づき決定
される。したがって、異なるモータは、特定のモータ速度において異なるモータ電力限度
値を有し得る。
【００１９】
　図２に示したように、制御ユニット１８は、操作者入力ユニット２８に結合されたモー
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タ制御器３２を含む。モータ制御器３２は、モータ制御出力を決定してモータ１２を制御
するように構成される。制御ユニット１８はまた、モータ制御器３２と操作者入力ユニッ
ト２８とに結合されたブレーキ制御器３４を有する。ブレーキ制御器３４は、ブレーキ制
御出力を決定してブレーキ２２を制御するように構成される。
【００２０】
　車両の操作者は、操作者入力ユニット２８を操作して、所望のモータ速度信号ωｄを送
る。モータ動作パラメータセンサ３０は、実際のモータ速度を感知して、モータ速度信号
ωｍを送るモータ速度センサ（図示せず）である。
【００２１】
　図２に示した実施形態において、制御ユニット１８はブレーキパワー制御器３６も有し
、その機能については、後に詳述する。ブレーキパワー制御器３６は、ブレーキパワー限
度に基づきモータ速度修正信号δωｄを出力する。修正器３７において、操作者入力ユニ
ット２８からの所望のモータ速度信号ωｄは、ブレーキパワー制御器３６からのモータ速
度修正信号δωｄによって修正される。この実施形態では、モータ速度修正信号δωｄが
所望のモータ速度信号ωｄから差し引かれ、修正されたモータ速度信号ωｄ’を生成し、
修正器３９に送られる。修正器３９において、修正されたモータ速度信号ωｄ’はモータ
速度信号ωｍによってさらに修正される。図２において、修正器３９は、修正されたモー
タ速度信号ωｄ’からモータ速度信号ωｍを差し引き、ωｄ’－ωｍの値である修正され
た値が、モータ制御器３２に送られる。修正された値は、修正されたモータ速度信号ωｄ

’とモータ速度信号ωｍとの差である。
【００２２】
　モータ制御器３２は、修正器３９から送られた修正された値に基づきモータ制御トルク
Ｔｃを決定する。モータ制御器３２は、この実施形態では比例－積分－微分（ＰＩＤ）制
御器であるが、修正された値からモータ制御トルクＴｃを決定するために適切な任意の他
の種類の制御器でもよい。
【００２３】
　モータ制御器３２からのモータ制御トルクＴｃは、モータトルク－電流変換器３８に送
られる。モータトルク－電流変換器３８は、モータ１２のトルク－電流関係を規定して、
モータ制御トルクＴｃからモータ制御電流Ｉｍを決定する式またはマップを含むことが可
能である。モータ１２のトルク－電流関係は線形または非線形であり得る。特定のモータ
の関係は、モータを試験することによって経験的に決定してもよい。
【００２４】
　変換器３８が、モータ制御トルクに対応するモータ制御電流Ｉｍを決定すると、モータ
制御電流がモータ１２に送られる。この結果、モータ１２は、モータ制御電流Ｉｍに対応
するモータ速度を提供する。
【００２５】
図２に示したように、次に、モータ速度信号ωｍは修正器３９に送って戻され、修正され
たモータ速度信号ωｄ’から差し引かれる。この結果、制御ユニット１８はモータ速度の
閉ループ制御を行う。また、モータ速度はトランスミッションユニット１４のモータブレ
ーキ（上方）部分４０に伝送され、トランスミッション上部４０は信号を修正器４１に供
給する。
【００２６】
　図２の例示的な実施形態では、修正されたモータ速度信号ωｄ’とモータ速度信号ωｍ

との差も、修正器３９からブレーキ制御器３４に送られる。ωｄ’－ωｍの値に加えて、
ブレーキ制御器３４は、モータ制御器３２からモータ制御トルクＴｃと、モータ１２から
モータ速度信号ωｍを受信する。ωｄ’－ωｍの値と、モータ制御トルクＴｃと、モータ
速度信号ωｍとに基づき、ブレーキ制御器３４は、ブレーキ制御圧力Ｐｂの関数で、ブレ
ーキ制御トルクＴｂを決定して、出力する。他の実施形態では、ブレーキ制御器３４は、
ブレーキ制御トルクＴｂの代わりにブレーキ制御圧力Ｐｂを出力することが可能である。
【００２７】



(6) JP 5259052 B2 2013.8.7

10

20

30

40

50

　ブレーキ制御トルクＴｂは、ブレーキ制御３４から修正器４１に送られる。この実施形
態では、ブレーキ制御トルクＴｂは、修正器４１においてトランスミッション上部４０か
ら出力を加えることによって修正される。次に、加えられた値は、車両を減速するために
対応するブレーキ圧力がブレーキ２２によって加えられるように、ブレーキ圧力弁を介し
てブレーキ２２に送られる。適用されたブレーキ圧力の結果として、ブレーキ２２のディ
スクはωｂの回転速度で回転する。
【００２８】
　ブレーキ回転速度ωｂは、トランスミッションユニット１４のブレーキスプロケット（
下方）部分４２に伝送される。車両１０がその運転中にさらされる様々な自動車の負荷が
考慮されると、車両１０の速度Ｖｖがトランスミッション下部４２から出力される。
【００２９】
　この例示的な実施形態では、ブレーキ回転速度ωｂも増倍器４４に伝送される。増倍器
４４において、ブレーキ回転速度ωｂは、ブレーキ制御器３４からのブレーキ制御トルク
Ｔｂで乗算される。乗算（Ｔｂ＊ωｂ）の結果、ブレーキパワーが獲得され、修正器４６
に送られる。修正器４６において、増倍器４４からのこのブレーキパワー出力は、ブレー
キパワー限度Ｐｏｗｂ，ｌｉｍから差し引かれる。ブレーキパワー限度Ｐｏｗｂ，ｌｉｍ

は、ブレーキによって散逸させられたパワーがその限度を超える点に設定されるべきであ
る。Ｔｂ＊ωｂの絶対値がブレーキパワー限度を超えたことが決定された場合、ブレーキ
パワー制御器３６において、Ｔｂ＊ωｂの絶対値とブレーキパワー限度との差が決定され
る。
【００３０】
　ブレーキパワー制御器３６は、Ｔｂ＊ωｂの値とブレーキパワー限度との差に基づきモ
ータ速度修正信号δωｄの値を決定する。ブレーキパワー制御器３６は、ＰＩＤ制御器あ
るいはモータ速度修正信号δωｄを決定するために適切な当業者に公知の他の任意の制御
器でもよい。図２に示した実施形態では、モータ制御器３２およびブレーキ制御器３４は
、閉ループで車両１０の自動制動制御を実行する。
【００３１】
　図３は、図２に示した制御ユニット１８の一部の単純化した図を示している。図３では
、ωｓはスプロケット２４の回転速度であり、Ｎｔｒはトランスミッションユニットの伝
達比である。また、Ｔｌはスプロケット２４に及ぼされた自動車の負荷を表し、ばね定数
ｋはモータ１２とスプロケット２４との間の剛性を示している。ＴｃとＴｂは、それぞれ
電動モータ１２およびブレーキ２２の制御トルクである。分析のため、トランスミッショ
ンユニットの構成要素の慣性を無視することができる。しかし、一般的に言って、実際の
スプロケット回転速度ωｓは、モータ１２とスプロケット２４との間の有限の剛性のため
、上記の前提の下で計算されたものと異なるであろう。すなわち、ωｍ／Ｎｔｒ－ωｓ≠
０となろう。伝達比は、Ｎｔｒ＝Ｎｍｂ＊Ｎｂｓ＝（ωｍ／ωｂ）＊（ωｂ／ωｓ）と表
すことができる。
【００３２】
　ニュートンの法則によって、
【００３３】
【数１】

【００３４】
【数２】

【００３５】
　すべての積分項についてゼロの初期条件を前提として、ラプラス変換によって次式が得
られる。
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　Ｔｃ（ｓ）－Ｔｂｍ（ｓ）／Ｎｍｂ＝（Ｊｍｓ＋ｃｍ）ωｍ（ｓ）
　Ｔｂ（ｓ）＋Ｔｂｍ（ｓ）＝ｋ／ｓＮｂｓ［ωｍ（ｓ）／Ｎｔｒ－ωｓ（ｓ）］
　－Ｔｌ（ｓ）＝（Ｊｖｓ＋ｃｓ）ωｓ（ｓ）＋ｋ／ｓ［ωｓ（ｓ）－ωｍ（ｓ）／Ｎｔ

ｒ］
　さらに、
　ωｍ（ｓ）＝｛Ｎｔｒ

２（Ｊｖｓ２＋ｃｓｓ＋ｋ）［Ｔｂ（ｓ）／Ｎｍｂ＋Ｔｃ（ｓ）
］－ｋＮｔｒＴｌ（ｓ）｝／｛ＪｍＮｔｒ

２Ｊｖｓ３＋Ｎｔｒ
２（Ｊｍｃｓ＋Ｊｖｃｍ）

ｓ２＋（ｋＪｍＮｔｒ
２＋ｋＪｖ＋Ｎｔｒ

２ｃｍｃｓ）ｓ＋ｋ（ｃｓ＋Ｎｔｒ
２ｃｍ）２

｝
【００３６】
　次に、ブレーキ制御システムの制御ロジックは図４のように示すことができる。図４は
、ブレーキパワー制御器３６を有する制御ユニット１８の制御ロジックを示している。可
能な場合、図２に示した要素について同一の参照番号が図４に使用されている。図４では
、
　Ｐ（ｓ）＝Ｎｔｒ

２（Ｊｖｓ２＋ｃｓｓ＋ｋ）／｛ＪｍＮｔｒ
２Ｊｖｓ３＋Ｎｔｒ

２（
Ｊｍｃｓ＋Ｊｖｃｍ）ｓ２＋（ｋＪｍＮｔｒ

２＋ｋＪｖ＋Ｎｔｒ
２ｃｍｃｓ）ｓ＋ｋ（ｃ

ｓ＋Ｎｔｒ
２ｃｍ）２｝

　Ｄ（ｓ）＝ｋ／［Ｎｔｒ（Ｊｖｓ２＋ｃｓｓ＋ｋ）］
【００３７】
　上述の分析および図４に基づき、閉ループ制御でモータ速度制御を安定化する制御器は
、１／Ｎｍｂの減衰で、閉ループ制御でブレーキ制御も安定化することができる。したが
って、モータ１２がその減速モード下で動作しているとき、ブレーキ制御器３４によるモ
ータ速度の制御は、モータ速度制御器３２によるモータ速度の制御と同一の機能を有する
べきである。
【００３８】
　図４の実施形態において、制御ユニット１８は３つの制御ループを有する。この結果、
制御ユニット１８のブレーキ制御システムは非線形になることがある。非線形性に取り組
むために２つの方法が使用可能である。
【００３９】
　モータ速度とブレーキ制御圧力との間の関係が図５にプロットされている。図５に示し
たように、車両は２つの状態下で運転可能である。１つの例では、ブレーキは、包絡線Ｏ
－Ｐｂｏ－Ａ－Ｂ－ωｍｏ内で通常操作され、この場合、ブレーキパワーはブレーキ限度
未満である。他の例では、ブレーキは曲線Ａ－Ｂに沿って操作され、この場合、Ｐｂｏお
よびωｍｏは、それぞれ最大制御圧力および最大モータ速度を示す。この場合、ブレーキ
は一定のパワー散逸下で操作される。
【００４０】
　所望のモータ速度がωｄ（ｔ）であり、ブレーキのパワー限度がＷｌである場合、修正
されたモータ速度信号ωｄ’は次のように決定される。
【００４１】
　ωｄ’＝ωｄ（ｔ）、Ｐｂωｍ＜ｋｗＷｌである場合
　ωｄ’＝ｋｗＷｌ／Ｐｂ、Ｐｂωｍ≧ｋｗＷｌである場合、ここで、ｋｗは、ブレーキ
モータ伝達比および他のパラメータと関係する定数である。一実施形態において、制御シ
ステムのチャタリングを防止するためにローパスフィルタまたは境界制御を付加すること
が可能である。
【００４２】
　他の方法では、図４に示したように、δωｄを加算することによって所望のモータ速度
ωｄを修正してもよい。したがって、修正されたモータ速度信号ωｄ’は次のように表さ
れる。
【００４３】
　ωｄ’＝ωｄ－δωｄ＝ωｄ－ｆ（ｋｗＷｌ－Ｐｂωｍ，ｔ）、ここで、ｆ（，）は、
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ブレーキパワーの誤差に応じて広範囲に境界付けられたダイナミックマップである。した
がって、
　δωｄ＝０、Ｐｂωｍ＜ｋｗＷｌである場合
　δωｄ＝ｋｂｐｐ（ｋｗＷｌ－Ｐｂωｍ）＋Ｉ（ｋｗＷｌ－Ｐｂωｍ）ｄｔ、Ｐｂωｍ

≧ｋｗＷｌである場合。
【産業上の利用可能性】
【００４４】
　図１を参照するに、ブレーキ制御システムを有する車両１０は、２つの状態に基づき制
御システムを作動すべきかどうかを決定することが可能である。第１に、制御システムは
、それぞれモータ速度センサ３０およびモータトルクセンサ２９においてモータ速度ωｍ

とモータ制御トルクＴｃとを感知することによって、モータ１２が減速モードにあるかど
うかを決定する。モータ速度ωｍとモータ制御トルクＴｃとの乗算値がゼロ未満である場
合、モータ１２が減速モードで動作していることが決定される。
【００４５】
　第２に、制御システムはモータ制御トルクＴｃを感知して、モータ制御トルクＴｃが、
モータ速度ωｍにおいてモータ１２のモータトルク限度を越えているかどうかを確認する
。モータ１２が減速モードで動作しており、かつモータ制御トルクがモータ速度において
モータトルク限度を超えた場合、ブレーキ制御システムを作動することが可能である。作
動用のこれらの２つの条件を用意することによって、ブレーキ制御は、その通常運転範囲
内のモータ速度制御に干渉すべきでない。
【００４６】
　ブレーキ制御が作動されると、上記の部分に記述した一実施形態の操作によるモータお
よびブレーキに対する自動的な統合制御が提供される。
【００４７】
　自動的な車両ブレーキ制御は、モータ電力限度によるモータ減速モード下で作動される
。また、一実施形態において、ブレーキ制御は、ブレーキパワー限度内で車両の所望の軌
道をたどる目的で車両速度を調整するための一定のブレーキ制御圧力を提供するために、
安定した閉ループ制御スキームを提供する。
【００４８】
　開示したシステムおよび方法において、本発明の範囲または精神から逸脱することなく
様々な修正と変更をなし得ることが当業者には明白であろう。本発明の他の実施形態は、
ここに開示した本発明の明細書と実施を考慮すれば当業者には明白であろう。説明および
例は例示的なものに過ぎないと考えられ、本発明の真の範囲は、特許請求の範囲によって
示されることが意図される。
【図面の簡単な説明】
【００４９】
【図１】例示的な一実施形態によるブレーキ制御システムを有する電気駆動車両の概略図
である。
【図２】図１に示したブレーキ制御システムの概略図である。
【図３】図２のブレーキ制御システムの一部の単純化した概略図である。
【図４】図２のブレーキ制御システムの制御ロジックの概略図である。
【図５】例示的な一実施形態によるモータ速度とブレーキ制御圧力との間の関係を示すグ
ラフである。
【符号の説明】
【００５０】
　１０　車両
　１２　電動モータ
　１４　トランスミッションユニット
　１６　駆動伝達系
　１８　制御ユニット
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　２０　ギヤ減速ユニット
　２２　ブレーキ
　２３　圧力制御弁
　２４　スプロケット
　２６　駆動履帯
　２８　操作者入力ユニット
　２９　モータトルクセンサ
　３０　モータ速度センサ
　３２　モータ制御器
　３４　ブレーキ制御器
　３６　ブレーキパワー制御器
　３７　修正器
　３８　モータトルク－電流変換器
　３９　修正器
　４０　トランスミッション上部
　４１　修正器
　４２　トランスミッション下部
　４４　増倍器
　４６　修正器

【図１】 【図２】
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【図５】
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